
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 文化芸術に関する施策を総合的に推進するため、文化庁の機能の拡充等について、
その行政組織の在り方等を含め検討を加え、必要な措置を講ずる。 

第三 その他 

（平成２９年６月２３日公布・施行） 

文化芸術振興基本法の一部を改正する法律概要 

 
１．文化芸術の振興にとどまらず、観光、まちづくり、国際交流、福祉、教育、 
産業その他の各関連分野における施策を法律の範囲に取り込むこと 

２．文化芸術により生み出される様々な価値を文化芸術の継承、発展及び創造に 
活用すること 

１．題名等 
法律の題名を「文化芸術基本法」に改めるとともに、前文及び目的について所要の整理

を行う。 
２．総則 

基本理念を改めるとともに、文化芸術団体の役割、関係者相互の連携及び協働並びに 
税制上の措置を規定する。 

＜基本理念の改正内容＞ 
①「年齢、障害の有無又は経済的な状況」にかかわらず等しく文化芸術の鑑賞等ができる
環境の整備、②我が国及び「世界」において文化芸術活動が活発に行われる環境を醸成、
③児童生徒等に対する文化芸術に関する教育の重要性、④観光、まちづくり、国際交流、 
福祉、教育、産業などの各関連分野における施策との有機的な連携 

３．文化芸術推進基本計画等 
文部科学大臣が関係府省庁の施策も含んだ「文化芸術推進基本計画」の案を作成。 

「文化芸術推進会議」における連絡調整を経て政府が同計画を策定。地方公共団体が定める
「地方文化芸術推進基本計画」（努力義務）について規定する。 

４．基本的施策 
① 芸術、メディア芸術、伝統芸能、芸能の振興について、伝統芸能の例示に「組踊」を 
追加するとともに、必要な施策の例示に「物品の保存」、「展示」、「知識・技能の継承」、
「芸術祭の開催」などへの支援を追加。 

② 生活文化の例示に「食文化」を追加するとともに、生活文化の振興を図る。 
③ 各地域の文化芸術の振興を通じた地域の振興を図ることとし、必要な施策の例示に 
「芸術祭への支援」を追加。 

④ 国際的な交流等の推進に関する必要な施策の例示に「海外における我が国の文化芸術の
現地の言語による展示、公開その他の普及への支援」及び「文化芸術に関する国際機関等
の業務に従事する人材の養成及び派遣」を追加。 

⑤ 芸術家等の養成及び確保に関する必要な施策の例示に国内外における「教育訓練等の 
人材育成への支援」、「文化芸術作品の流通促進」を追加。 

⑥ 国が公共の建物等において、文化芸術作品の展示等を行う努力義務を追加。など                 
５．文化芸術の推進に係る体制の整備 
 関係府省庁で構成する政府の文化芸術推進会議、地方公共団体の文化芸術推進会議等 
について規定する。 

第二 改正の概要 

第一 趣旨 

参考資料１ 
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